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問合せ／介護保険担当 991-1884

問合せ／国保年金担当 991-1870
春日部社会保険事務所 048-737-7111

住民ほけん課のお知らせ

老人保健医療受給者の方へお知らせ

国民年金保険料の納付が困難な方には
免除制度があります

老人医療の負担区分の判定は､毎年８月１日現在で行います

住民税非課税世帯の方は医療費の自己負担額の上限が減額されます

昭和7年9月30日以前に生れた方と65歳以上で
一定の障害がある方は､老人保健で医療を受ける
ことができます。
その場合､医療機関の窓口で支払う費用は､所得

に応じて医療費の1割または3割(住民税課税所得
が145万円以上の現役並み所得者)となります。
ただし､所得状況は毎年変わるので､毎年8月1日

を基準日として､前年所得および世帯状況により
負担割合の判定を行います。

その結果､前年と負担割合が変わる場合があり
ますので､該当される方には通知により個別にお

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
知らせいたします。
～～～～～～～～～～～
また､現役並み所得と判定された方でも､同じ世

帯の高齢者の収入を合計した額が下記の基準額未
満の場合には､申請により1割に変更することがで
きます。

上記の条件に該当しない方でも､下記のどちらかに該当する方は､経過措置対象者として自己負担限度
額が一般の方と同額になります。
①住民税課税所得額が145万円以上213万円未満の方
②同じ世帯の老人保健医療受給者や70歳以上の高齢者について､収入を合計した額が520万円以上621
万円未満(老人保健医療受給者が1人の場合は383万円以上484万円未満)の場合(住民ほけん課への申
請が必要です)

※注①　世帯全員が住民税非課税世帯の場合は低所得Ⅱに､さらに収入が基準額以下の場合は低所得Ⅰに
なります。また､住民税の老年者に係る非課税措置の廃止により世帯員の一部が課税者となった
場合､老齢福祉年金受給者は低所得Ⅰに､その他の非課税者については低所得Ⅱになります。

※注②　過去12か月に91日以上入院した場合は160円になります。
※注③　医療機関によって異なりますので､どちらに該当するかは､医療機関にご確認ください。

国民年金の第１号被保険者(自営業など)で､保険料を納めることが困難な方には､申請後の所得
審査で承認された場合､「保険料の納付が免除される制度」があります。

住民税非課税世帯の老人保健医療受給者の方が減額認定を受けると､1か月に医療機関で支払う医療費
の自己負担限度額や入院時食事代が減額されますので､該当する方は住民ほけん課に申請してください。
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世 帯 の 状 況 収入の合計額

世帯に老人保健医療受給者や70歳以上の高齢者が2人以上いる場合 520万円未満

世帯に老人保健医療受給者が1人の場合 383万円未満

〈１割負担へ変更する場合の世帯収入の基準額〉

住民税非課税世帯等 ※注①

低所得Ⅱ

外　来

入院及び
世帯ごと
の限度額

現役並み所得者

４４,４００円

８０,１００円（医療費が２６
７,０００円を超えた場合は、
８０,１００円＋超えた額の
１％）、過去１２か月以内に
４か月以上入院した場合は、
４４,４００円

一 般 所 得 者
経過措置対象者

１２,０００円

４４,４００円

８,０００円

２４,６００円

低所得Ⅰ

１５,０００円

〈１か月当り医療費の自己負担限度額〉

自己負担
限 度 額

現役並み所得者
一 般 所 得 者
経過措置対象者

一般病床
１食当り食事代

２６０円

住民税非課税世帯等 ※注①

低所得Ⅱ 低所得Ⅰ
低所得Ⅰで老齢
福祉年金受給者

２１０円
※注②

１００円 １００円

１食当り
食　　費

療
養
病
床

４６０円または
４２０円※注③

２１０円 １３０円 １００円

１日当り
居 住 費

３２０円 ３２０円 ３２０円 ０円

〈入院時の食事代等〉

免除の申請期間は7月から翌年6月までです
申請免除の手続きが簡素化され､全額免除または若年者納付猶予の承認を受けられた方が､翌年度

以降も引き続き免除または猶予の申請をされる場合は､申請書の提出が不要になります。(ただし､
所得の審査は毎年行います)
なお､退職(失業)した方が申請するときは､継続審査の対象外となります。

■全額免除………………………………保険料の全額を免除(14,100円)
全額納付に比べ､年金額は1/3で計算

■一部納付（一部免除）制度……保険料の一部を納付､残りの保険料は免除
一部納付は3種類です。それぞれの納付額と年金額は次のとおりです。

・4分の1納付(3,530円) →年金額 1/2
・2分の1納付(7,050円) →年金額 2/3
・4分の3納付(10,580円) →年金額 5/6

※申請者ご本人のほか､配偶者及び世帯主の方々も所得基準の範囲内である必要があります。
※退職(失業)した方が申請を行うときは､公的機関で発行する証明書の添付が必要となります。
例〔退職(失業)した場合〕雇用保険受給資格証または雇用保険被保険者離職票の写し等　


